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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　磁性吸収体板と、
　前記磁性吸収体板に対して垂直に配置される複数の誘電損失体板を交差させたクロス型
電波吸収体と、
　前記磁性吸収体板上の、前記クロス型電波吸収体の誘電損失体板に区切られた空間に設
置される小型電波吸収体と、を備える複合型電波吸収体であって、
　前記小型電波吸収体は、そのいずれの位置でも前記磁性吸収体板に対して垂直方向にお
いて複数層かつ同数層で延在し、かつ、前記磁性吸収体板に対して傾斜して配置された、
複数の電波吸収層と、前記電波吸収層間に介在し、前記電波吸収層より誘電率の低い低誘
電率層と、を有することを特徴とする複合型電波吸収体。
【請求項２】
　前記低誘電率層の垂直方向の厚さが、１０ｍｍ～５００ｍｍであることを特徴とする請
求項１に記載の複合型電波吸収体。
【請求項３】
　前記小型電波吸収体の垂直方向の寸法が、２００ｍｍ～７００ｍｍであることを特徴と
する請求項１又は２に記載の複合型電波吸収体。
【請求項４】
　前記小型電波吸収体は、上方から見た平面視において前記磁性吸収体板の全体を覆うよ
うに設置される請求項１～３のいずれか１項に記載の複合型電波吸収体。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電磁波を吸収する電波吸収体に関し、特に電波暗室に使用される複合型電波
吸収体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電波暗室は、各種電子機器から発生する電磁妨害波(ノイズ)の評価や、外来電磁波ノイ
ズに対する電子機器の耐性評価を行うＥＭＣ（Electro
Magnetic Compatibility）評価用測定室として、広く利用されている。また、近年は、上
記用途の他にアンテナを校正するための校正測定室としても電波暗室が利用されるように
なっている。電波暗室はサイズによって、小型電波暗室、３ｍ法電波暗室、及び１０ｍ法
電波暗室の３種類に大別され、使用する電波暗室の種類は、測定物や測定方法により決め
られる。
【０００３】
　前記電波暗室の側壁、天井、及び床面には、電波吸収体が設置される。電波吸収体の構
成は設置される電波暗室の要求特性やサイズによって異なる。一般的には、磁性吸収体板
であるフェライトタイルと誘電損失体とを組み合わせた基本構成を有する複合型電波吸収
体が多く用いられている。このような複合型電波吸収体では、３００ＭＨｚ以上の周波数
帯域の電磁波を誘電損失体により吸収し、それ以下の周波数帯域の電磁波をフェライトタ
イルにより吸収するため、幅広い周波数帯域において優れた電波吸収特性を発揮すること
が知られている。
　一般に、誘電損失体は、発泡ポリスチレンや発泡ウレタン等の基材にカーボンブラック
やグラファイト等の導電材料を混入した材料で構成される。形状としてはくさび形状やピ
ラミッド形状に成型した電波吸収体が用いられている。特に、ピラミッド形状は、形状の
異方性が無く、様々な入射角度の電磁波を効率よく吸収できることが知られ、多くの電波
暗室で利用されている。くさび形状又はピラミッド形状の電波吸収体の高さは、電波暗室
のサイズにも依存するが、幅広い周波数帯域の電磁波に対応するためには、一般に、０．
５ｍ～２．０ｍ程度の大型の電波吸収体が必要とされている。このため、従来の中実の電
波吸収体では、重量及び体積が大きくなり、施工性に問題があった。
【０００４】
　近年、成型性や施工性に優れ、搬送も容易な電波吸収体として、導電性材料を含んだ電
波吸収板からなる中空構造の電波吸収体や電波吸収板を交差させたクロス型電波吸収体が
検討されている。特許文献１には、三角形又は台形等多角形の電波吸収板を複数交差し、
底板上に設置したクロス型電波吸収体と、電波吸収板間の底板上に設置した、くさび形状
、ピラミッド形状又は斜板等の小型電波吸収体を有する複合型電波吸収体が記載されてい
る。このような複合型電波吸収体では、クロス型電波吸収体がインピーダンスの整合性に
優れ、小型電波吸収体により高周波数帯域の電波吸収特性を向上させることができる。そ
のため、優れた電波吸収特性を維持しつつ、コスト低減も図ることができる。
【０００５】
　近年、情報伝達の高速化及び高密度化に伴い、電子機器は高周波化の一途を辿っている
。これに伴い、これらの電子機器を評価する電波暗室にもさらなる高性能化が求められて
いる。具体的には、従来から要求されている３０ＭＨｚ～１ＧＨｚの周波数帯域に、さら
に１ＧＨｚ～２０ＧＨｚの高周波数帯域までを加えた幅広い周波数帯域で、電磁波を効率
良く吸収する電波吸収体が必要とされている。
　特許文献１の複合型電波吸収体では、小型電波吸収体に含有される導電性材料の濃度、
即ち、カーボン濃度を向上させることにより、高周波数帯域における電波吸収特性を向上
させることができる。しかし、小型電波吸収体のカーボン濃度を高くすると、小型電波吸
収体により電磁波が反射し、電磁波の磁性吸収体板への到達が妨げられる。このため、磁
性吸収体板による電波吸収性能が発揮されることなく、低周波数帯域での電波吸収特性が
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低下するという問題があった。このように、現状では、３０ＭＨｚ～２０ＧＨｚという幅
広い周波数帯域にわたって優れた電波吸収性能を有する電波吸収体は得られていない。
【０００６】
【特許文献１】特開2001-127483号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は上記事情に鑑みてなされたもので、３０ＭＨｚ～２０ＧＨｚの幅広い周波数帯
域において、反射減衰量２０ｄＢ以上の優れた電波吸収特性を有する電波吸収体を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的に鑑み鋭意研究の結果、本発明者らは、磁性吸収体板、磁性吸収体板上に設置
されたクロス型電波吸収体、及び磁性吸収体板上の、クロス型電波吸収体の誘電損失体板
に区切られた空間に設置された小型電波吸収体を有する複合型電波吸収体において、小型
電波吸収体の構造を、磁性吸収体板に対して垂直方向において複数の電波吸収層と、電波
吸収層間に介在し、電波吸収層より誘電率の低い低誘電率層を有する複層構造とすること
により、低周波数帯域での電波吸収特性を維持しつつ、高周波数帯域での電波吸収特性を
大幅に向上させることができることを見出し、本発明を完成した。即ち、本発明の複合型
電波吸収体は、磁性吸収体板、磁性吸収体板に対して垂直に配置される複数の誘電損失体
板を交差させたクロス型電波吸収体、及び磁性吸収体板上の、クロス型電波吸収体の誘電
損失体板に区切られた空間に設置される小型電波吸収体を有する複合型電波吸収体であっ
て、小型電波吸収体は、そのいずれの位置でも磁性吸収体板に対して垂直方向において複
数層かつ同数層で延在し、かつ、前記磁性吸収体板に対して傾斜して配置された、複数の
電波吸収層と、電波吸収層間に介在し、電波吸収層より誘電率の低い低誘電率層と、を有
する構造であることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、磁性吸収体板上の、クロス型電波吸収体に区切られた空間に、低誘電
率層を介した複数の電波吸収層を、磁性吸収体板に対して垂直方向で見て常に複数層かつ
同数層で延在し、かつ磁性吸収体板に対して傾斜して設置することにより、電磁波が複数
回にわたり電波吸収層に到達することとなり、それぞれの電波吸収層での熱変換による電
磁波の減衰効果と、位相差による電磁波の打ち消し効果との相乗効果により、より広い周
波数帯域の電磁波を効果的に吸収することができる。上記効果は、電波吸収体に含まれる
導電性材料の濃度を増加させることなく実現されるため、高周波数帯域の電波吸収特性を
向上させるために導電性材料の濃度を高くする必要がない。このため、磁性吸収体板によ
る低周波数帯域での電波吸収性能を充分に発揮でき、低周波数帯域から高周波数帯域まで
の幅広い周波数帯域にわたって優れた電波吸収特性が得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下に本発明の電波吸収体について図面を参照して詳細に説明する。
　図１に本発明の複合型電波吸収体の一例を示す。本発明の複合型電波吸収体１は、磁性
吸収体板２、磁性吸収体板２上に設置されたクロス型電波吸収体３、及び磁性吸収体板２
上の、クロス型電波吸収体３に区切られた空間に設置された小型電波吸収体４を基本構成
として備える。なお、磁性吸収体板２上にクロス型電波吸収体３を設けている構造から、
以下の説明においては板２に対する垂直方向を上下方向とし、クロス型電波吸収体３側を
上側と定義して説明する。従って個別の記述においては方向の説明は基本的に省略する。
　磁性吸収体板２としては、一般にフェライトタイルが用いられる。
　クロス型電波吸収体３は、誘電損失材料からなる板材で構成される。板材の構造として
は、通常は、シート状、段ボール構造又はハニカム構造等が挙げられる。具体的な誘電損
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失材料の例としては、カーボン含有発泡ウレタン、カーボン含有発泡スチレン、カーボン
含有発泡ポリプロピレン等が挙げられる。また、カーボンを含有し、若しくはカーボン層
を塗布したプラスティック、紙、シリカやアルミナ等の無機材料も誘電損失材料として用
いることができる。誘電損失材料中のカーボン含有率は、通常、０．０５質量％～１．５
質量％、好ましくは、０．０５質量％～１質量％の範囲である。
【００１１】
　クロス型電波吸収体３は、通常、誘電損失材料からなる多角形の誘電損失体板を交差さ
せることにより形成される。クロス型電波吸収体３の一例を図２（Ａ）及び（Ｂ）に示す
。この例においては、上部中央に縦長の切欠き部を有する多角形の誘電損失体板３３（図
２（Ａ））と、下部中央に縦長の切欠き部を有する多角形の誘電損失体板３３（図２（Ｂ
））を作製し、互いの切欠き部で嵌め合わせることによって形成される（図３（Ａ）参照
）。この状態で、磁性吸収体板２に対して垂直に配置される。
本発明において「交差させた」とは、クロス型電波吸収体３が載置される磁性吸収体板２
に対して平行な断面において、少なくともその一部で二つ以上の誘電損失材料が交差して
いる構造を有することを言う。クロス型電波吸収体３が、磁性吸収体板２に対して平行な
断面で見て、誘電損失体板３３が交差した構造を有せば、特にその製法は限定されない。
例えば、折り曲げた２枚の誘電損失体板を張り合わせることによっても形成される。また
、クロス型電波吸収体３は磁性吸収体板２上に直接設置されるのが好ましい。しかし、磁
性吸収体の特性に支障を及ぼさない範囲で磁性吸収体板とクロス型電波吸収体との間に適
宜中間層を設置することもできる。
【００１２】
　図２（Ａ）及び２（Ｂ）に示した実施形態では、誘電損失体板３３の多角形形状として
変形六角形（二等辺三角形の各頂点を切断した形状）を例として用いているが、誘電損失
体板３３の形状はこれに限定されない。例えば、三角形、四角形（長方形）、五角形など
の誘電損失体板を交差させてクロス型電波吸収体を形成することもできる。本発明におい
ては、クロス型電波吸収体の底部（磁性吸収体板に近い下方部分）から先端上部に向かっ
て誘電損失体板の幅が狭くなるような形状が好ましい。そのような形状としては三角形、
台形、変形六角形等が挙げられる。このような形状の誘電損失体板を用いて、クロス型電
波吸収体を先細の傾斜構造とすると、上下方向に導電材料の濃度勾配が付与されることに
なる。そのため、より広い周波数帯域において、垂直入射だけでなく、様々な入射角度の
電磁波を効果的に吸収することができる。なお、そのような傾斜構造を構成する場合、各
辺は直線であっても曲線であってもよい。傾斜構造の例としては、図３（Ａ）に示すよう
な直線的な傾斜構造、図３（Ｂ）に示すような曲線状の傾斜構造が挙げられる。
　電波吸収体の吸収性能を向上させるためには、電波吸収体の先端から底面にかけて、垂
直方向の誘電率変化を小さくして、電波吸収体表面での反射を出来るだけ小さくすること
が有効である。そのため、クロス型電波吸収体の先端角度θを出来る限り小さい鋭角にし
て、導電性材料の濃度勾配を緩やかにする必要がある。具体的には、クロス型電波吸収体
の先端角度θは、１°～４５°が好ましく、５°～３０°がより好ましい（図２（Ａ）参
照）。
　電波暗室のサイズを大きく設定するには限界があり、例えば、EMC評価用で広く用いら
れている１０m法電波暗室の一般的な暗室サイズは１５m×２４m×９m(高さ)である。また
、電波暗室に設置される電波吸収体の底面積はコストや施工性を考慮して決められ、一般
には、一辺が６００mm程度に設定されている。このような条件下で、電波吸収特性に優れ
、且つ測定有効空間の広い電波暗室を設計するためには、電波吸収体の高さは６００mm～
２０００mmに設定するのが好ましい。電波暗室の要求性能によって、クロス型電波吸収体
の高さと先端角度θは適宜調整される。
　ここで、低誘電率層１１の垂直方向の厚み(図４のhに相当する）をt11(mm)、電波吸収
層１２及び１３の誘電率をε12、ε13、電波吸収層１２及び１３の垂直方向の厚みをt12(
mm)、t13(mm)とする。低誘電率層１１及び電波吸収層１２、１３は磁性吸収体板２による
低周波帯域での電波吸収性能を充分に発揮でき、且つ低周波帯域から高周波帯域までの広
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い周波数帯域に渡って優れた電波吸収性能を得ることが出来る特性値にする必要がある。
同量のカーボンが含まれる電波吸収層は、厚みが薄いと見た目上の誘電率は高くなり、厚
みが厚いと見た目上の誘電率は低くなる。この特性を利用し、電波吸収層１２、１３のそ
れぞれの特性値の範囲は、それぞれの誘電率(ε12、ε13)と厚み(t12、t13)の積(ε12×t

12、ε13×t13)によって規定することが出来る。具体的には、誘電率と厚み(mm)の積が10
～40であることが好ましく、20～35であることがより好ましい。また低誘電率層１１の厚
みt11(mm)は、電波吸収層１２、１３の特性値によって変化する。具体的には、10mm～500
mmに設定することが好ましく、電波吸収層１２、１３の特性値が上限に近い場合は、電波
吸収層１２、１３自身で充分に電波を吸収することができるため、t11(mm)は下限近くで
も充分な吸収性能を得ることが出来る。電波吸収層１２、１３の特性値が下限に近い場合
は、電波吸収層１２、１３自身の電波吸収性能が低いため、充分な吸収性能を得るために
t11(mm)は上限近くに設定することがより好ましい。
【００１３】
　図１に示す本発明の複合型電波吸収体の側面図を図４に示す。ここでは、磁性吸収体板
２上の誘電損失体板３３で区切られた空間に、誘電損失体板３３から磁性吸収体板２に向
って傾斜した形状（斜板構造）の小型電波吸収体４が設置されている。図４において、小
型電波吸収体４は、平行に配置された２枚の斜板１２１、１２３及び斜板１２１、１２３
間を連結する２枚の垂直板１２２により形成され、内部は低誘電率層（この例では空間層
）１１となっている。即ち、小型電波吸収体４は、垂直方向において低誘電率層１１を介
して２層の電波吸収層１２、１３（斜板１２１、１２３）を有する構造である。このよう
に複数の電波吸収層１２、１３を設置することにより、電磁波が複数回にわたり電波吸収
層１２、１３に到達する。それぞれの電波吸収層１２、１３で熱変換による電磁波の減衰
効果と、位相差による電磁波の打ち消し効果との相乗効果が得られる。これにより、より
広い周波数帯域の電磁波を効果的に吸収することができる。従来の単層構造においては高
周波数帯域の電波吸収特性を向上させるために導電性材料の濃度を高くする必要があった
。これに対して本発明では先のような効果を奏し、電波吸収体板に含まれる導電性材料の
濃度を増加させることなく高周波数帯域の電波吸収特性を向上することができる。この結
果、磁性吸収体板２による低周波数帯域での電波吸収性能に加えて充分にその効果を発揮
でき、低周波数帯域から高周波数帯域までの広い周波数帯域にわたって優れた電波吸収特
性が得られる。
　電波吸収層間に、電波吸収層より誘電率が低くなるように気体又は固体を充填した低誘
電率層を介在させることにより、本発明の効果は得られる。低誘電率層の誘電率は３以下
であるのが好ましく、誘電率及びコストを考慮すると空気層（空間層）であるのがより好
ましい。
【００１４】
　図４に示した実施形態では、２枚の斜板１２１、１２３及び垂直板１２２から形成され
る小型電波吸収体４を用いているが、本発明はこれに限定されない。空間層（低誘電率層
）１１を介した２枚以上の電波吸収体板１２１、１２３があれば本発明の効果は実現され
る。しかし、以下の理由から、より広範囲の電磁波に対応でき構造的にも安定するため、
小型電波吸収体４は垂直板１２２を有する構成が好ましい。複数の複合型電波吸収体を配
置した場合であって、隣接する電波吸収体の谷間となる部分、即ち、小型電波吸収体４が
磁性吸収体板２に接触する下方部分に垂直上方向から波長の短い高周波数帯域の電磁波が
到来した場合を考える。この場合、垂直板１２２があることで電波吸収体板１２１、１２
３を離間して支えると同時に、電磁波を直接磁性吸収体板２まで到達させることなく、垂
直板１２２により充分吸収できるという利点がある。
【００１５】
　図４に示す斜板構造の小型電波吸収体４は、例えば図５に示す長方形の電波吸収体板の
点線部を折り曲げ、のりしろ部ｄに接着剤等をつけて対応部分に付着することにより、容
易に形成することができる。このように斜板構造の小型電波吸収体は、施工性及びコスト
面で非常に有利である。
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　図１に示すように誘電損失体板に区切られる４カ所の空間に配置される斜板構造の小型
電波吸収体４はそれぞれ異なる向きに配置するのが好ましい。このような構造にすること
により、偏波依存性がなく、様々な角度から到来する電磁波を効果的に吸収することがで
きる。
【００１６】
　上述の通り、本発明では、小型電波吸収体４の電波吸収層１２、１３間に低誘電率層１
１を設けることにより、電波吸収層での複数回にわたる熱変換による電磁波の減衰効果と
位相差による電磁波の打ち消し効果との相乗効果を利用している。このため、要求性能に
応じて、低誘電率層１１の厚さを変更してその性能を調整することができる。電波吸収体
全体の大きさにも依存するが、通常、低誘電率層の厚さは、１０ｍｍ～５００mmに設定す
るのが好ましい。なお、ここで、「低誘電率層の厚さ」とは、図４のｈで示されるように
低誘電率層１１の垂直方向（磁性吸収体板２に対する垂直方向）における寸法をいう。低
誘電率層１１の厚さを前記範囲に設定することにより、高周波数帯域の電波吸収特性が大
幅に向上し、複数の電波吸収層１２、１３を設置した効果が顕著に発揮される。なお、図
４に示した実施形態では低誘電率層を１層、電波吸収層を２層としているが、本発明はこ
の構造には限定されない。例えば、低誘電率層を２層、電波吸収層を３層とした構造、又
はさらに低誘電率層及び電波吸収層を増やした構造とすることもできる。
【００１７】
　本発明の小型電波吸収体４は、磁性吸収体板２に対して垂直方向において、低誘電率層
１１を介した複数の電波吸収層１２、１３を有する構造であることを特徴とする。例えば
、磁性吸収体板２と平行に低誘電率層１１を介した２層の電波吸収層１２、１３が設置さ
れた構成であっても所定の電磁波には対応し得る。本発明においてはより好ましくは、小
型電波吸収体４を磁性吸収体板２に対して所定角度傾斜させた構造を備える。この構造に
より、充分な電磁波散乱効果が得られ、より優れた電波吸収特性が実現される。このよう
な電磁波散乱効果を発現できる傾斜角度を確保し、且つ、小型電波吸収体４全体に含まれ
る導電性材料の濃度により磁性吸収体板２の電波吸収特性を阻害しないためには、小型電
波吸収体の高さ（垂直方向の寸法）は、２００ｍｍ～７００ｍｍに設定するのが好ましい
。なお、本発明における「小型電波吸収体の垂直方向の寸法（高さ）」とは、図４のｉで
示されるように磁性吸収体板２に接触する小型電波吸収体４の最下部から最上部までの垂
直方向における寸法である。また、高周波数帯域の電磁波が、磁性吸収体板２に直接到達
することがないように、小型電波吸収体４は、上方から見た平面視において磁性吸収体板
２全体を覆い隠すように設置されるのが好ましい。
【００１８】
　以下に本発明の複合型電波吸収体１に設置される小型電波吸収体４の構造の他の態様を
説明する。本発明による小型電波吸収体４の構造は斜板構造に限らず、例えば図６（Ａ）
に示すピラミッド形状や図６（Ｂ）に示すくさび形状等にすることもできる。小型電波吸
収体４をピラミッド形状及びくさび形状とする場合でも、磁性吸収体板２に対して垂直方
向において低誘電率層を介した複数の電波吸収層を有する必要がある。
　例えば、図６（Ａ）の複合型電波吸収体は、上側から見ると、一見従来の複合型電波吸
収体との違いは認められない。しかし、その小型電波吸収体４を垂直な断面で見ると低誘
電率層を介した２枚の斜板で構成されている。これにより複層の斜板構造の小型電波吸収
体と同様にピラミッド型の複数の吸収層による電磁波の減衰効果と位相差による電磁波の
打ち消し効果との相乗効果が得られる。図６（Ａ）では誘電損失体板に区切られる１空間
毎に４個のピラミッド構造体が配置されているが、ピラミッド構造体の個数は複合型電波
吸収体全体の大きさや要求性能に応じて適宜変更することもできる。また、図６（Ａ）で
は、ピラミッド構造体の下に正四角筒の構造体が配置されているが、ピラミッド構造体を
磁性吸収体板上に直接設置することもできる。例えば図６（Ｃ）に示すような異なる傾斜
のピラミッド形状のものを二つ重ねたピラミッド構造体を磁性吸収体板上に直接設置した
もの（低誘電率層の厚さが変化）が挙げられる。くさび形状の場合については図示してい
ないが、ピラミッド断面の左右半分の形状をその断面形状とするくさび形状が例として挙
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げられる。
　なお、本発明においては、隣接するピラミッドの谷間部に到来する波長の短い高周波数
帯域の電磁波も有効に吸収するためには、図６（Ａ）に示すように正四角筒の構造体を配
置するのが好ましい。また、上部から見て、磁性吸収体板が覆い隠されるように小型電波
吸収体が配置されることが好ましい。
【００１９】
　図６（Ｂ）に示すくさび形状の小型電波吸収体も平行に配置された複数の斜板及びその
間の低誘電率層から形成されている。この構造においても、複層の斜板構造又はピラミッ
ド形状の小型電波吸収体と同様にくさび形状の複数の吸収層による電磁波の減衰効果と位
相差による電磁波の打ち消し効果との相乗効果が得られる。また、図６（Ｂ）では誘電損
失体板に区切られる１空間毎に１個のくさび構造体が配置されているが、くさび構造体の
個数は複合型電波吸収体全体の大きさや要求性能に応じて適宜変更することもできる。図
６（Ｂ）では、外側のくさび状斜板と磁性吸収体板との間に垂直板が配置されているが、
くさび構造体を磁性吸収体板上に直接設置することもできる。但し、隣接する複合型電波
吸収体との間に形成されるくさび間の谷間部に到来する波長の短い高周波数帯域の電磁波
も有効に吸収するためには、図６（Ｂ）に示すように垂直板を配置するのが好ましい。ま
た、上部から見て、磁性吸収体板が覆い隠されるように小型電波吸収体が配置されること
が好ましい。
【００２０】
　上述した小型電波吸収体４もクロス型電波吸収体と同様に誘電損失材料からなる板材に
より構成される。板材の構造としては、シート状、段ボール構造又はハニカム構造等が挙
げられる。具体的な誘電損失材料の例としては、カーボン含有発泡ウレタン、カーボン含
有発泡スチレン、カーボン含有発泡ポリプロピレン等が挙げられる。また、カーボンを含
有し、若しくはカーボン層を塗布したプラスティック、紙、シリカやアルミナ等の無機材
料も誘電損失材料として用いることができる。導電材料として用いられるカーボンとして
は、カーボンブラックやグラファイト等の粉末の他、カーボンファイバーやカーボンナノ
チューブ等の繊維状の材料も挙げられる。また、本発明では、小型電波吸収体はクロス型
電波吸収体と別個に成形してもよい。この場合、小型電波吸収体の導電材料含有率をクロ
ス型電波吸収体の導電材料含有率と変えることもできる。本発明の小型電波吸収体は、低
誘電率層を介した複数の電波吸収層を配置することにより、複数の電波吸収層による電磁
波の減衰効果と位相差による電磁波の打ち消し効果との相乗効果を利用する。そのため、
小型電波吸収体中の導電材料含有量を磁性吸収体板の吸収性能を阻害しないように適度な
低濃度に調整しつつ、高周波数帯域での電波吸収特性を向上させることができる。
　導電材料の含有率は導電材料の種類や形態等により異なる。例えば、グラファイトの様
な粉末状のカーボンであれば、誘電損失材料の全質量に対して、１．７質量％～７質量％
が好ましく、カーボンファイバーの様な繊維状のカーボンであれば、０．０３質量％～１
．７質量％が好ましく、０．０３質量％～０．４質量％がより好ましい。なお、繊維状の
カーボンを用いる場合には、その繊維長が０．５ｍｍ～７ｍｍであることが好ましく、こ
の場合に最適な導電性が得る。
【００２１】
　また、前記クロス型電波吸収体を構成する誘電損失板及び小型電波吸収体を構成する導
電性シートに難燃剤を適用することで難燃性を付与することができる。例えば、誘電損失
板や導電性シートを、所定濃度の難燃剤溶液中に浸漬、又は、誘電損失板や導電性シート
に、所定濃度の難燃剤溶液を塗布した後、乾燥する。これにより、電波吸収体の難燃性能
、不燃性能が向上し、建築基準法の「不燃材料」に適合する電波吸収体材料を得ることも
可能となる。前記方法により得られた電波吸収体は、不燃ボード等を付加する必要はなく
、比較的容易に、軽量且つ不燃性能に優れた電波吸収体が得られる。得られた難燃性電波
吸収体は、大電力でのＥＭＩ（Electro Magnetic Interference）試験が義務づけられて
いる自動車及び自動車部品用電波暗室への適用も可能となる。
　難燃剤は、誘電損失板や導電性シート等電波吸収体の構成材料に適用できるものであれ
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ば、特に限定されないが、ホウ酸系やリン酸系の難燃剤が好ましい。ホウ酸系化合物とし
ては、ホウ酸ナトリウム、ホウ酸カリウム、ホウ酸マグネシウム、ホウ酸ストロンチウム
、ホウ酸亜鉛等公知の難燃剤が挙げられる。また、リン酸系化合物としては、リン酸ナト
リウム、リン酸カリウム、リン酸カルシウム、リン酸亜鉛、ポリリン酸アンモニウム等公
知の難燃剤が挙げられる。難燃剤の添加量は、各板材の質量に対して、固形分量で５～５
０質量％であるのが好ましく、１０～３０質量％であるのがより好ましい。
【実施例】
【００２２】
　本発明を以下の実施例によりさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの例に限定され
るものではない。
　紙製の非導電性シートからなる厚み１５ｍｍのハニカム構造体を、底面部（下辺）６０
０ｍｍ、先端部（上辺）１００ｍｍ、高さ１４００ｍｍの台形状に切断した。この形状の
板をクロス型電波吸収体の基礎部材として２枚作製した。２枚の基礎部材の表裏に、繊維
長６ｍｍ、繊維径７μｍのカーボンファイバーを混練した紙製の導電性シート（導電性シ
ートのカーボン含有率：１質量％）を貼り合わせ、誘電損失体板とした。なお、誘電損失
体板全体に占めるカーボンの含有率は、０．１質量％であった。得られた誘電損失体板の
一方は、上部に切欠きを入れ、他方は下部に切欠きを入れた（図２（Ａ）、２（Ｂ）参照
）。それぞれの切欠き部同士を嵌め合わせることによってクロス型電波吸収体を形成した
。このクロス型電波吸収体をフェライトタイル上に設置して、フェライトタイル上の誘電
損失体板（クロス型電波吸収体）により、区切られた空間に以下の実施例１～４及び比較
例１～３により作製した小型電波吸収体をそれぞれ設置して、複合型電波吸収体とした。
【００２３】
　（実施例１）
　パルプ中にカーボンの含有率が１質量％となるように繊維長３ｍｍ、繊維径７μｍのカ
ーボンファイバーを分散させ、抄紙することにより導電性シートを作製した。この導電性
シートを紙製の非導電性シートを中芯としてその表裏に貼り付けることによって、厚さ３
ｍｍの段ボールシートを作製し、３００mm（幅）×１５３０mm（長さ）に切断した。なお
、段ボールシート全体の質量に対するカーボン含有率は０．４質量％であった。得られた
段ボールシートを図５に示す展開図に従って、ａを６００ｍｍ、ｂを１５０ｍｍ、ｄを３
０ｍｍとして、折り曲げ、のりしろ部分（ｄ）に接着剤をつけて付着することにより、空
間層（低誘電率層）１５０ｍｍを介した２層の電波吸収体層構造とした。この構造の小型
電波吸収体を図１に示すようにクロス型電波吸収体で区切られた空間４カ所にそれぞれ異
なる向きで斜めに配置して斜板構造とし、これを含む複合型電波吸収体を作製した。
【００２４】
　（実施例２）
　実施例１と同様の段ボールシートを用いて、小型電波吸収体を作製した。ここで、図５
に示す展開図のｂを１００ｍｍとして、空間層（低誘電率層）を１００ｍｍとした他は全
て実施例１と同様とした。
【００２５】
　（実施例３）
　実施例１と同様の段ボールシートを用いて、図７（Ａ）に示す展開図から中空の四角錐
（ピラミッド形状）を複数個作製した。ここで、四角錐の底辺の長さｅは、１５０ｍｍと
して、高さｆは５００ｍｍとした。また、また、図７（Ｂ）に示す展開図から底辺ｅが１
５０ｍｍ、高さｇが１００mmの正四角筒を複数個作製した。２つの四角錐と１つの正四角
筒を用いて、図７（Ｄ）に示すように、一方の四角錐の底辺と他方の四角錐の底辺をそれ
ぞれ正四角筒の上辺と下辺とで合わせた形状とし、この内部に１００ｍｍの空間層（低誘
電率層）が形成されるように２層構造の電波吸収体とした。このようにして形成した電波
吸収体をクロス型電波吸収体で区切られた空間４カ所にそれぞれ４個ずつ合計１６個を配
置し、複合型電波吸収体とした。
【００２６】
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　（実施例４）
　パルプ中にカーボンの含有率が２０質量％となるように粒径４μｍのグラファイト粉末
分散させ、抄紙することにより導電性シートを作製した。この導電性シートを紙製の非導
電性シートを中芯としてその表裏に貼り付けることによって、厚さ３ｍｍの段ボールシー
トを作製した。なお、段ボールシート全体の質量に対するカーボン含有率は８質量％であ
った。得られた段ボールシートを用いて、実施例１と同様に２層構造の小型電波吸収体を
作製し、実施例１と同様にフェライトタイル上に設置することにより、複合型電波吸収体
を作製した。
【００２７】
　（実施例５）
　電波吸収体を構成する導電性シート及びハニカム構造体に予め難燃剤を用いて難燃性を
付与した以外は、実施例１と同様に複合型電波吸収体を作製した。用いた難燃剤としては
、株式会社トラストライフ製ファイアレスＢを用いた。導電性シートは、固形分濃度を２
５％に調整した難燃剤溶液を塗工機で塗布した後、１００℃で１時間乾燥して不燃処理を
行った。不燃処理後、導電性シートの質量に対して１０％の難燃液固形分が含まれていた
。一方、ハニカム構造体は、固形分濃度を２５％とした難燃剤溶液を入れた含浸槽に所定
時間含浸させた後、１００℃で1時間乾燥して不燃処理を行った。不燃処理後、ハニカム
構造体の質量に対して、１３％の難燃液固形分が含まれていた。
【００２８】
　（比較例１）
　実施例３と同様の段ボールシートを用いて、実施例３と同様に四角錐と正四角筒の吸収
体を形成した。ここでは、１個の四角錐に１個の正四角筒を組み合わせて、単層構造の電
波吸収体を作製した。得られた電波吸収体を実施例３と同様にクロス型電波吸収体で区切
られた空間４カ所にそれぞれ４個ずつ合計１６個を配置し、複合型電波吸収体とした。
【００２９】
　（比較例２）
　パルプ中にカーボンの含有率が４質量％となるように繊維長３ｍｍ、繊維径７μｍのカ
ーボンファイバーを分散させ、抄紙することにより導電性シートを作製した。この導電性
シートを紙製の非導電性シートを中芯としてその表裏に貼り付けることによって、厚さ３
ｍｍの段ボールシートを作製した。なお、段ボールシート全体の質量に対するカーボン含
有率は１．６質量％であった。この段ボールシートを用いて、比較例１と同様に、１個の
四角錐と１個の正四角筒とを組み合わせた形状の単層構造の電波吸収体を作製した。この
電波吸収体を比較例１と同様にクロス型電波吸収体で区切られた空間４カ所にそれぞれ４
個ずつ合計１６個を配置し、複合型電波吸収体とした。
【００３０】
　（比較例３）
　実施例３と同様の段ボールシートを用いて、実施例３と同様に四角錐と正四角筒を組み
合わせた形状の電波吸収体を形成した。ここで、上下２段に重なった正四角筒の内部に密
着２層構造のピラミッドが収まった２層構造電波吸収体とした。得られた電波吸収体を実
施例３と同様にクロス型電波吸収体で区切られた空間４カ所にそれぞれ４個ずつ合計１６
個を配置し、複合型電波吸収体とした。
【００３１】
　（電波吸収特性の評価）
　実施例１～４及び比較例１～３の複合型電波吸収体の電波吸収特性を測定した結果を表
１に示す。ここで、電波吸収特性の評価は、３０ＭＨｚ～１ＧＨｚの低周波数側は、同軸
管法により、１ＧＨｚ～２０ＧＨｚの高周波数側は、垂直入射法により行った。単層構造
の比較例１では、高周波数帯域で充分な電波吸収特性を得られず、単層構造で、カーボン
濃度を増加させた比較例２では、高周波数帯域の電波吸収特性は向上するが、低周波数帯
域での電波吸収特性が低下した。また、比較例３のように電波吸収板を直接重ね合わせて
も高周波数帯域における電波吸収特性はあまり改善されなかった。一方、空間層（低誘電
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率層）を介した複数の電波吸収層を有する本発明の電波吸収体（実施例１～４）では、全
て３０ＭＨｚ～１８ＧＨｚにおいて２０ｄＢ～４０ｄＢの良好な電波吸収特性を有してい
ることが確認された。なお、表１には記載されていないが、全ての実施例において、２０
ＧＨｚにおいても良好な電波吸収特性が得られることが確認されている。
【００３２】
【表１】

【００３３】
　（不燃性能の評価）
　実施例５の電波吸収体の不燃性能を評価した結果を図８に示す。比較として、比較例１
の電波吸収体について不燃性能を評価した結果も図８に示す。不燃性能評価は、建築基準
法の「不燃材料」試験に定められているコーンカロリーメーターによる燃焼試験により行
った。比較例１では、２０分燃焼後の総発熱量が１４．９ＭＪ/ｍ2であるのに対し、実施
例５の電波吸収体では、４．７ＭＪ/ｍ2以下と難燃性が大幅に向上し、建築基準法の「不
燃材料」に適合することが確認された。
【００３４】
　なお、上記実施形態は例示にすぎず、また本明細書の構成の変形及び修飾は当業者にと
って自明である。従って、本発明は特許請求の範囲によってのみ限定されるものであり、
本明細書の詳細な記述およびこれらの態様によっては限定されない。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の複合型電波吸収体の一例を示す斜視図である。
【図２】本発明のクロス型電波吸収体を構成する誘電損失体板の一例を示す図である。
【図３】本発明のクロス型電波吸収体の形状の例を示す斜視図である。
【図４】図１の複合型電波吸収体の側面図である。
【図５】図４の小型電波吸収体を形成する電波吸収体板の展開図及び完成図である。
【図６】本発明の複合型電波吸収体の別の例を示す斜視図（(A)(B)）及びその変形例を示
す断面図((C)）である。
【図７】実施例３の小型電波吸収体を形成する展開図（(A)(B)）、完成した小型電波吸収
体の斜視図(C)及び断面図(D)である
【図８】実施例５及び比較例１の電波吸収体の不燃性能評価結果を示す図である。
【符号の説明】
【００３６】
　１　　複合型電波吸収体
　２　　磁性吸収体板
　３　　クロス型電波吸収体
　４　　小型電波吸収体
１１　　低誘電率層
１２、１３　　電波吸収層
　３３　　誘電損失体板
１２１、１２３　斜板
１２２　垂直板
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